
植草学園大学 業務継続計画（BCP） 第１版  1 

 

 

 

 

植草学園大学 

業務継続計画（BCP） 

Business Continuity Plan 

 

 

第１版 2026年 7月 

学校法人 植草学園 ／ 植草学園大学 

  



植草学園大学 業務継続計画（BCP） 第１版  2 

改訂履歴 

版数 改訂日 主な改訂事項 

第１版 2026 年 7 月 
初版策定（学校法人植草学園危機管理規程〔令和 7年 9月 1日最終

改正〕に基づき策定） 

 

  



植草学園大学 業務継続計画（BCP） 第１版  3 

目 次 

【総則】 

 (1) 本 BCP の位置付け 

 (2) 基本方針 

 (3) 適用範囲・文書管理 

 (4) 想定する被害 

 (5) 危機管理責任体制（危機管理規程に基づく） 

 (6) 危機管理委員会 

 (7) 自治体との協定等 

 

【第１部 大規模災害編（大地震前提）】 

 第１章 業務継続計画（大規模災害編）の基本的な考え方 

 第２章 初期対応 

 第３章 災害対策本部の設置・運営 

 第４章 学生・教職員等の安否確認・参集 

 第５章 非常時優先業務の実施 

 第６章 復旧対応 

 第７章 訓練体制 

 第８章 災害発生前における対策 

 第９章 業務継続計画の推進 

 

【第２部 感染症編】 

 第１章 業務継続計画（感染症編）の基本的な考え方 

 第２章 新型インフルエンザ等の発生時の対応 

 第３章 感染拡大時の対応 

 第４章 小康期及び感染終息後の対応 

 第５章 日頃からの準備 

  



植草学園大学 業務継続計画（BCP） 第１版  4 

総則 

(1) 本 BCPの位置付け 

植草学園大学 BCP（以下「本計画」という。）は、学校法人植草学園危機管理規程（以下「危機管

理規程」という。）第３条に掲げる危機事象が発生し、教育・研究・法人活動の継続が困難な状

況に陥ったときの対応について、基本方針と初動対応から事業復旧・再開までの手順を定めるも

のである。 

本学では、危機管理規程第１３条に基づき、大地震などの緊急かつ大規模な危機発生時には、原

則として「学園危機対策本部」（本部長：理事長）を設置し、本計画が発動される。なお、植草

学園大学のみに係る危機事象の場合は、同規程第１４条に基づく「大学危機対策本部」（本部

長：学長）を設置して対応することができる。このほか附属高等学校、こども園等についても同

様の対応とする。 

根拠：学校法人植草学園危機管理規程 第１条・第１３条・第１４条（令和７年９月１日最終改正） 

 

(2) 基本方針 

次の基本方針に基づき、防災・減災と事業の早期復旧・再開を実現する。 

1. 学生、教職員その他関係者の安全確保 

2. キャンパスにおける二次災害の発生防止 

3. 施設復旧あるいは代替措置による速やかな事業再開 

4. 学生に予定通りの卒業と入学を保証 

5. 地域・関係機関との密接な連携による地域の復旧及び復興への貢献 

 

(3) 適用範囲・文書管理 

本計画は、植草学園大学（千葉若葉キャンパス・千葉医療センター内椿森キャンパス）に適用す

る。 

本計画は、学園事務局法人本部課が管理し、常に最新版を本学の教職員に公開する。また、個人

情報保護・戦略的対応の観点から非公開とすべき部分を除いた概要版を一般公開する。改訂の決

裁者は学長とし、改訂の都度、改訂履歴を更新する。 

 

(4) 想定する被害 

本計画は、危機管理規程第３条に掲げる危機事象を対象とする。下表のとおり、主な想定被害

（①～⑤）が全て発生する可能性が高い「大地震（震度６弱以上）」を最大被害と想定し、第１

部として基本体制と基本対応フローを設計する。その他の災害については第１部の基本体制に準

ずる。 

 

主な想定被害 大地震 火災 風水害 テロ 感染症 

①死亡者・負傷者の発生 ○（多数） ○ ○ ○ ○ 

②帰宅困難者の発生    ○（多数）  ○   
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主な想定被害 大地震 火災 風水害 テロ 感染症 

（交通障害等） 

③地域避難住民の受入   

（家屋倒壊等） 
○（多数）     

④建物損傷・立入不能 ○（一部） ○ ○ ○ ○ 

⑤通信障害 ○（一時） ○  ○  

 

(5) 危機管理責任体制（危機管理規程に基づく） 

危機管理規程第４条及び第１３条に基づく本学の危機管理責任体制は以下のとおりである。 

区 分 担 当 備 考 

危機管理統括責任者   

（学園対策本部長） 
理事長 

学園全体の危機管理を統括。学園危機対策本

部を設置・主宰する（同規程第 13 条）。 

危機管理統括副責任者  

（学園対策副本部長） 
副理事長 

理事長を補佐し、必要に応じてその職務を代

理する（同規程第４条）。 

危機管理責任者     

（大学対策本部長） 
学長 

大学における危機管理責任者。大学のみに係

る危機事象の場合は大学危機対策本部を設

置・主宰する（同規程第 14 条）。 

各学部長・事務局長 各学部長・事務局長 
学長を補佐し、それぞれの所管範囲における

危機管理を担う。事務局長は必要に応じて危

機管理統括責任者の職務を代理する。 

根拠：学校法人植草学園危機管理規程 第４条・第１３条・第１４条 

 

(6) 危機管理委員会 

危機管理規程第５条に基づき、学園に「危機管理委員会」を置く。委員会は以下の事項を審議す

る（同規程第６条）。 

○ 学園における総合的な危機管理体制の整備に関すること 

○ 想定される危機事象対応策の検討・立案・実施並びに評価及び見直しに関すること 

○ 危機管理基本マニュアルの作成・見直し及び周知に関すること 

○ 職員及び学生等に対する適切な情報提供に関すること 

○ 危機対策本部の設置場所・備品及び通信機器の準備に関すること 

 

委員会の構成は以下のとおりとする（危機管理規程第７条）。 

区 分 担 当 備 考 

委員長（危機管理統括責任者） 理事長 委員会を招集し、議長となる 

副委員長（危機管理統括副責任者） 副理事長 
必要ある場合、委員長の職務を代理

する 

危機管理責任者（各学校等の長） 学長  
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区 分 担 当 備 考 

附属高等学校長 

こども園長等 

植草学園大学の各学部長 
発達教育学部長 

保健医療学部長 

看護学部長 
 

各 学 校 等 の 副 学 長 、 副 校 長 、   

教頭、副園長 

副学長 

副校長 

副園長 

 

その他理事長が指名した者 理事長が指名  

庶務：学園事務局法人本部課（同規程第９条） 

根拠：学校法人植草学園危機管理規程 第５条〜第９条 

 

(7) 自治体との協定等 

本学は千葉市との間で、以下の協定・覚書等を締結し、災害時の地域貢献・連携体制を整備する。 

キャンパス 主な協定・覚書等 

千葉若葉キャンパス 
災害時における相互支援に関する協定（千葉市）  

駐車場提供に関する協定（千葉市若葉区） 

千葉医療センター内椿森キャンパス 千葉医療センターとの連携に関する覚書 
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第１部 大規模災害編 

（大地震前提） 
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第１章 業務継続計画（大規模災害編）の基本的な考え方 

本章では、業務継続計画の趣旨や基本方針、想定する危機事象など、計画の基本的な考え方を定

める。 

 

１ 計画策定の趣旨 

大規模な災害が発生すると、本学でも学生・教職員や施設設備等に大きな被害が生じ、教育・研

究・社会貢献という本学の使命の達成が困難になるおそれがある。このため、学校法人植草学園

危機管理規程（以下危機管理規程）第１条の目的に基づき、迅速かつ的確に被害への対処を行う

とともに業務を再開することを目的として、本計画を策定する。 

本計画は、大規模地震の発生を念頭に置いて策定しているが、風水害等の他の自然災害にも応用

できるものである。 

 

２ 計画の目標 

1. 初動対応を迅速・的確に行い、学生、教職員その他の大学関係者の安全を確保する。 

2. 教育・研究・社会貢献活動を継続するため、施設設備等の迅速な復旧を行う。 

3. 学生の教育の継続と生活の支援を行うとともに、予定通りの入学・卒業を実現する。 

4. 千葉市等の要請に応じ、近隣地域の復旧活動等への協力を行う。 

 

３ 計画の基本方針 

（１）非常時優先業務の最優先実施 

災害発生時には、危機管理規程第１３条又は第１４条に基づく対策本部において基本的対処方針

を決定し、応急対策業務及び災害時継続業務を最優先で実施する。 

（２）通常業務の原則休止・延期 

非常時優先業務以外の通常業務は、原則として休止又は延期する。事態の終息後、非常時優先業

務に影響を与えない範囲で、順次再開を目指す。 

（３）業務継続資源の確保・活用 

通常時から非常時優先業務の実施に必要となる人・物・情報等の代替的な業務継続資源を確保し、

適切に活用する。 

 

４ 計画の発動基準 

状況 対応（根拠条文） 

千葉市内で震度６弱以上の

地震が発生した場合 

学園危機対策本部（理事長が本部長）を設置する（危機管理規程

第 13 条）。あわせて大学危機対策本部（学長が本部長）を設置し

て連携対応する（同第 14 条）。 

大学のみに係る危機事象が 大学危機対策本部（学長が本部長）を設置し、遅滞なく理事長へ
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状況 対応（根拠条文） 

発生した場合 報告する（同第 14 条）。 

上記以外で学長が必要と判

断した場合 
上記に準じて対策本部を設置する。 

 

５ 被害想定 

本学の千葉若葉キャンパス（千葉市若葉区）及び千葉医療センター内椿森キャンパス（千葉市中

央区）は首都圏に位置するため、大規模地震発生時には以下の被害が想定される。 

○ 建物：揺れによるガラス破損・棚転倒・天井材脱落等。建物倒壊の可能性は低いが、一部

立入不能箇所が生じうる。 

○ 電力：発災直後に外部電力供給が中断。停電は１週間程度継続する可能性がある。 

○ 都市ガス：安全措置によりガス供給が中断（停止率 100%）。低圧管の供給停止は２か月継

続する可能性がある。 

○ 上水道：配管の損傷により断水の可能性。１週間程度使用できないことが想定される。 

○ 交通：千葉都市モノレール・JR・路線バスの運行停止。通勤・通学への大きな影響が予測

される。 

○ 通信：電話回線の輻輳・不通（１週間程度）。インターネット・メールの利用が困難にな

る可能性がある。 
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第２章 初期対応 

本章では、地震発生時の安全確保行動及び自衛消防活動について定める。なお、震災及び火災に

関する具体的事項は、学校法人植草学園防災規程（以下防災規程）に定めるところによる（危機

管理規程第１５条）。 

 

１ 地震発生直後の行動（全員共通） 

順 行動 具体的な内容 

① 安全確保 
体勢を低く保ち、窓から離れ、頭部を鞄や本等で保護する。落

下物・転倒物に注意する。 

② 退路確保 揺れが収まったら窓や出入口を開放する。 

③ 周囲確認 
周囲に声をかけ、要支援者（負傷者・障がい者等）がいないか

確認する。危機管理規程第１１条に基づき、学校等の長（学

長）へ速やかに通報する。 

④ 出火対応 
臭いや煙に気付いたら出火元を特定し初期消火を試みる。火が

天井まで達している場合は直ちに避難する。 

⑤ 待機・避難 
原則として建物内待機。危険建物（床の傾き・大きな亀裂・天

井崩落等）の場合は一時避難場所へ避難する。 

 

２ 授業中の教員対応 

授業中に発災した場合、授業担当教員は教室備え付けのマニュアルに従い、学生に安全確保行動

を指示する。職員・警備員による巡回点検や一斉放送での指示があるまで、学生に教室内待機を

指示することを原則とする。ただし、教室や建物に危険を感じた場合には、教員の判断で一時避

難場所への避難を指示する。 

 

３ 誘導の基本方針 

○ 大学構内の学生等は基本的に建物内待機とし、むやみに屋外に出ない。 

○ 建物内が危険な場合（火災・建物損傷・天井崩落等）は、一時避難場所（屋外広場等）や

安全な建物へ避難する。 

○ 公共交通機関の運行停止時は、帰宅せず大学構内に留まることを原則とする（帰宅困難者

対策）。 

○ 近隣住民が大学構内へ避難した際は、協定に基づく避難所（体育館等）へ誘導する。 

○ 対策本部は、学生等の帰宅可否について交通復旧状況等によって判断し、一斉放送・Web・

メール等で周知する。 

 

４ 自衛消防活動 

千葉市内において震度６弱以上の地震が発生した場合、又は学内で火災・爆発等が生じた場合は、

防災規程に基づき、自衛消防隊による自衛消防活動（通報・初期消火・避難誘導等）を行う。 
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第３章 災害対策本部の設置・運営 

本章では、災害対策本部の体制・運営方法、班の編成等を定める。 

 

１ 対策本部の設置 

千葉市内において震度６弱以上の地震が発生した場合等、防災規程に定める発動基準に該当する

ときは、災害対策本部を設置する。 

学園全体に係る場合は学園危機対策本部（本部長：理事長）、大学のみに係る場合は大学危機対

策本部（本部長：学長）を設置する。いずれの場合も両者が緊密に連携して対応する。 

 

２ 設置場所 

拠点 設置場所 代替場所 

学園危機対策本部 

（理事長が本部長） 
学園事務局法人本部課 

（防災規程第 13 条） 
千葉若葉キャンパス  

A 棟２階 会議室１ 

大学危機対策本部 

（学長が本部長） 
千葉若葉キャンパス  

L 棟２階 会議室５ 
同上 

一時避難場所 
キャンパス中庭 

フットサルコート 
各建物外広場 

災害ステーション 

（帰宅困難教職員用） 
学生食堂 各棟ロビー 

 

３ 学園危機対策本部の構成 

危機管理規程第１３条に基づく危機対策本部の構成は以下のとおりとする。 

区 分 担 当 備 考 

本部長 理事長 
学園における危機管理責任者。不在時は

副学長（危機管理担当）が代行。 

副本部長 
副理事長 

（危機管理担当） 
本部長を補佐し、必要に応じてその職務

を代理する。 

広報担当責任者 学園事務局長 
メディア対応・インターネットを介した

情報発信等の対応を統括する。 

本部員 
事 務 局 長 ・ 各 学 部 長    

各センター長 

それぞれの所管範囲における対応を統括

する。 

本部長が指名した者 
理事長が指名 

（危機管理規程第 13 条） 
学園対策本部から参画させることができ

る。 

学園危機対策本部の庶務は学園事務局法人本部課が主管する（同規程第 13 条第３項）。 

対策本部は、本部長が危機事象の収束の宣言を行ったときに解散する（同規程第 13 条第４項）。 

対策本部は、必要に応じて理事会等の審議を含む規程上の手続きを省略することができる（同規程第 13
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条第５項）。 

 

４ 大学危機対策本部の構成 

危機管理規程第１３条に基づく危機対策本部の構成は以下のとおりとする。 

区 分 担 当 備 考 

本部長 学長 
大学における危機管理責任者。不在時は

副学長（危機管理担当）が代行。 

副本部長 
副学長 

（危機管理担当） 
本部長を補佐し、必要に応じてその職務

を代理する。 

広報担当責任者 
学園事務局長 

大学事務局長 

メディア対応・インターネットを介した

情報発信等の対応を統括する。 

本部員 
事 務 局 長 ・ 各 学 部 長    

各センター長 
それぞれの所管範囲における対応を統括

する。 

本部長が指名した者 
理事長が指名 

（危機管理規程第 13 条） 
学園対策本部から参画させることができ

る。 

学園危機対策本部の庶務は学園事務局法人本部課が主管する（同規程第 13 条第３項）。 

対策本部は、本部長が危機事象の収束の宣言を行ったときに解散する（同規程第 13 条第４項）。 

対策本部は、必要に応じて理事会等の審議を含む規程上の手続きを省略することができる（同規程第 13

条第５項）。 

 

５ 各課室の編制と主なミッション 

課室名 主なミッション（初動対応／復旧対応） 

法人本部課 
対策本部の設置・運営、外部関係機関（文科省・千葉県・千葉市・消防・

警察等）との渉外対応、BCP 体制の構築・継続・撤収判断 

総務課 
被災状況のとりまとめ・記録、情報の整理・共有（BCP情報の管理）、クロ

ノロジーの作成 

総務課 
施設被害の確認・応急対応・応急補修、電気・ガス・水道の復旧手配、建

物点検（１次・２次）の統括 

入試・広報課 
学内外への情報発信（ウェブ・SNS・メール等）、報道機関への情報提供

（法人本部課と連携）、被害状況の写真・動画記録 

学術情報室 
情報システム・ネットワークの被災状況把握・復旧対応（学務システム・

教務システム優先） 

学務課 
授業環境の確認、休講・授業再開の周知、教務データのバックアップ、入

試・卒業式等の中止・代替措置検討 

学務課学生係 

健康管理室 

学生の安全確保・全学生の安否確認統括、災害ステーション運営・備蓄品

配付、被災学生への支援 

総務課 全教職員の安否確認統括、教職員の勤務管理・シフト調整 
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課室名 主なミッション（初動対応／復旧対応） 

総務課 

地域連携推進室 

学内帰宅困難者・周辺住民の一時滞在施設への誘導・運営、千葉市との避

難所運営連携 

健康管理室 
負傷者の応急処置・救護所設置、AED・救急資材の管理、学生のメンタルヘ

ルスケア（危機管理規程第 18 条に基づく相談窓口設置） 

報道機関への情報提供は、状況に応じて学園対策本部の広報担当責任者が法人本部課と連携して行う

（規程第 16 条）。 

 

６ 対策本部の運営ルール 

○ 役割の明示：班名が分かるビブス着用等により、教職員の担当役割を明示する。 

○ 複数人体制：応急対策業務の担当は必ず複数名を指定する。 

○ トップダウンによる迅速な意思決定：学生・教職員等の安全に関わることは、本部長が迅

速に意思決定する。 

○ 交替勤務：24時間対応が必要な場合は３交替制（または２交替制）とし、連続長時間勤務

を防ぐ。 

○ 記録：情報整理班は対策本部においてホワイトボード・クロノロジーシート等により決定

事項・対応状況を随時記録する。 

 

７ 緊急時対応シフト（目安） 

拠点・組織 ①7:00-15:15 ②15:00-23:15 ③23:00-7:15 閉室・撤収のタイミング 

大学危機対策本部 ２名以上 ２名以上 ２名以上 
避 難 所 の 行 政 移 管 を  

もって 24h 対応終了 
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第４章 学生・教職員等の安否確認・参集 

 

１ 本部長代行順位 

大学危機対策本部長（学長）が不在等の場合の代行順位は以下のとおりとする。 

順位 役 職 

① 副学長（危機管理担当） 

② 大学事務局長 

③ 看護学部長 

④ 保健医療学部長 

⑤ 発達教育学部長 

 

２ 参集が困難な場合 

以下の事由で参集が困難な場合は、対策本部（総務課）に報告し、指示を待つ（危機管理規程第

１１条に基づく通報義務は引き続き負う）。 

○ 教職員又は家族等が被害を受け、治療又は入院の必要がある場合 

○ 教職員の住居が被災し、復旧作業や一時避難が必要な場合 

○ 参集途中において、交通網の寸断等により移動が事実上不可能な場合 

○ 休職・休業・病気休暇・特別休暇中である場合 

○ 教職員が負傷、疾病、妊娠又は障害により参集が困難な場合 

 

３ 安否確認体制 

タイミング 対応内容 

発災直後 各学部・各課室は担当班員の在館状況・安否を確認し、総務班に報告する。 

発災２時間後～ 
安否確認フォーム（メール・Web）を開設し、全学生・全教職員に報告を依頼

する（原則 24 時間以内に回答）。 

発災３日後～ 安否報告のない学生・教職員への個別連絡を実施する。 

 

４ 緊急通知体制 

手段 対象者 主な内容 

大学公式ウェブサイト

（緊急ページ） 
全構成員・一般 全学に通知すべき情報 

メール一斉配信 全学生・全教職員 休講情報・安否確認依頼等 
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手段 対象者 主な内容 

Teams の一斉通知 全学生・全教職員 休講情報・安否確認依頼等 

学内一斉放送 在館者 緊急を要する情報 

公式 SNS（LINE・

Instagram 等） 
フォロワー・登録者 大学トップページと連動した情報発信 
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第５章 非常時優先業務の実施 

 

１ 業務の区分 

区 分 内 容 例 

応急対策業務 
災害発生後、直ちに実施する

業務 
安否確認・施設点検・初期消火・避難

誘導・帰宅困難者対応 

災害時継続業務 
発災から１週間以内に実施す

ることが必要な通常業務 
教務・学生支援・財務・情報システム

管理 

休止・延期業務 
事態が終息し実施体制が整う

まで休止・延期する業務 
各種研修・地域連携イベント・産学官

連携業務等 

 

２ 速やかな意思決定と周知が必要な事項 

（１）学生の帰宅の可否とキャンパスの閉鎖 

対策本部は、交通復旧状況等を踏まえ学生の帰宅の可否を判断し、一斉放送・Web・メール等によ

り周知する。キャンパス内に留まる方が安全な場合は、安全が確認された施設での滞在を認める。 

（２）休講 

震度６弱以上の地震が発生した場合は、当日及び翌日の授業は原則として休講とし、大学ウェブ

サイトや学生メール等で速やかに周知する。翌々日以降については、施設設備の被害状況・教職

員の参集可否・交通復旧状況を踏まえ、対策本部において判断する。 

（３）入試・卒業式等の重要行事 

入試や卒業式などの重要行事が間近に迫っている場合、対策本部で直ちに対応方針を決定し、関

係者に周知する。 

（４）保健医療学部・看護学部の臨床実習 

保健医療学部・看護学部の学生が臨床実習中に災害が発生した場合、実習先施設と速やかに連絡

を取り、学生の安全確保・帰宅可否について実習先の指示に従う。 
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第６章 復旧対応 

本章では、初動対応に目途が立ち次第開始する事業復旧の考え方と主な復旧対応業務を定める。

なお、復旧後の安全確認・被害者フォロー・再発防止については危機管理規程第１７条〜第１９

条に基づき対応する。 

 

１ 復旧対応の考え方 

安全確保・二次災害防止に軸足を置いた初動対応に目途が立ち次第、早期の事業再開を目指し復

旧対応を開始する。応急対策が概ね完了したときは、危機管理規程第１７条に基づき、関係部課

及び関係機関と協力して安全確認を行い、その状況を職員及び学生等に周知する。 

 

２ 主な復旧対応業務と目標対応時間 

No. 担当課室 復旧対応業務 3h 以内 
1 日 

以内 
1 週 

以内 
1 ヶ月

以内 

1 総務課 教職員の安否確認 ● ⇒ ⇒  

2 学務課学生係 学生の安否確認 ● ⇒ ⇒  

3 法人本部課 
対策本部会議の運営・BCP

体制の継続・撤収判断 
● ⇒ ⇒ ⇒ 

4 法人本部課 
行政（文科省・千葉市

等）との情報連携 
 ● ⇒ ⇒ 

5 総務課 
建物点検（１次：職員・

警備員） 
●    

6 総務課 
建物点検（２次：専門業

者）・応急補修計画 
 ● ⇒ ⇒ 

7 総務課 
電力・ガス・水道の復旧

手配 
● ⇒ ⇒  

8 入試・広報課 
学内外への情報発信・報

道機関対応（法人本部課

と連携） 
● ⇒ ⇒ ⇒ 

9 入試・広報課 
入試関連行事等の中止・

延期・代替措置検討 
●    

10 学術情報室 
情報システムの被災状況

確認・復旧対応 
● ⇒ ⇒  

11 学務課 授業中止判定・休講周知 ●    

12 学務課 
授業再開判断・代替措置

検討 
 ● ⇒  

13 総務課 
入学式・卒業式等の中

止・延期・代替措置検討 
● ⇒ ⇒  
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No. 担当課室 復旧対応業務 3h 以内 
1 日 

以内 
1 週 

以内 
1 ヶ月

以内 

14 学務課学生係 
被災学生支援（経済的支

援・住居確保等） 
 ● ⇒ ⇒ 

15 地域連携推進室 
避難所運営（行政との連

携・地域住民受入） 
● ⇒ ⇒  

16 健康管理室 

負傷者対応・救護所運

営・相談窓口設置（規程

第 18 条） 
● ⇒ ⇒ ⇒ 

17 法人本部課 
教職員の勤務シフト管

理・在宅勤務対応 
 ● ⇒ ⇒ 

18 総務課 
再発防止策の検討・実施

（規程第 19 条） 
   ● 

19 総務課 
備蓄品の再調達・再設置

（終息後） 
   ● 
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第７章 訓練体制 

危機管理規程第１０条第５号に基づき、本学では定期的に防災訓練・研修を実施し、職員及び学

生等の危機管理意識の涵養を図るとともに、課題や問題点を抽出し BCPを継続的に改善する。 

 

訓練名 主な内容 頻度（目安） 

緊急通知・安否確認訓練 
全学生・教職員への緊急一斉通知・安否確

認システム動作確認 
年１回以上 

キャンパス防災訓練 
避難誘導・初期消火・応急救護・建物点検

手順の確認 
年１回以上 

（仮）本部シミュレーショ

ン訓練 
対策本部設置・運営・意思決定の図上演習 年１回 

（仮）地域との合同防災訓

練 
千葉市・近隣住民との避難所開設訓練 年１回 
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. 

第８章 災害発生前における対策 

本章では、危機管理規程（以下同規程）第１０条に基づき、人的・物的被害を最小化するととも

に、非常時優先業務を円滑に実施できるよう、災害発生前から準備しておくべきことを定める。 

 

１ 学生・教職員の安全・安心の確保 

○ 学生の年度初めのオリエンテーション時に、被害想定・採るべき行動・安否連絡方法等に

ついて確認を行う。 

○ 各教室に避難誘導マニュアルを設置し、非常勤講師を含む全教員に周知徹底する。 

○ AED の設置場所・使用方法を全教職員・学生に周知し、定期的に救命講習を実施する。 

 

２ 施設設備の点検 

○ 建物管理責任者等の役割を明確化し、平時からチェックシートで点検体制を整備する。 

○ 執務室では家具等の転倒防止措置を講じ、出入口付近のスペースを確保する。 

○ ガラス飛散防止フィルムの定期的な点検・貼替えを実施する。 

 

３ ライフラインの確保 

○ 非常用発電機用の燃料備蓄を維持し、定期点検を実施する。 

○ 受水槽からの給水停止に備え、飲料水（ペットボトル等）を一定量備蓄する。 

○ 防災井戸の水質・動作確認を定期的に実施する（トイレ洗浄用途等として活用）。 

 

４ 物資の備蓄 

交通網の寸断等により帰宅困難となる学生・教職員の数日間の滞在に対応するため、以下の物資

を備蓄する（目標：1,000名・３日分）。 

品 目 数 量（目安） 備蓄場所 

飲料水（ペットボトル 500ml） 2,000 本 K 棟１階 倉庫 

非常食（ビスケット・アルファ米・ 

パン・レトルトカレー等） 
4,000 食以上 K 棟１階 倉庫 

毛布・防寒シート 

救急シート 

600 枚以上 

700 枚以上 
K 棟隣倉庫 

簡易トイレ 

携帯トイレ 

15 セット 

1,300 個 
防災倉庫 

トイレットペーパー（10 年保存） 144 個 防災倉庫 
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品 目 数 量（目安） 備蓄場所 

生理用品 450個 健康管理室 

ウェットティッシュ 

ウェットティッシュワイド 

250個 

150個 
健康管理室 

圧縮保管袋 200個 健康管理室 

LED ランタン 25 個 L 棟 2 階 総務課キャビネット 

懐中電灯 

アルカリ乾電池（単一・単三） 
適宜 各課室事務スペース 

折り畳み式ヘルメット 適宜 各課室事務スペース 

発電機 ホンダ EU24i（キャスター付） 

投光器・三脚 

ガソリン携行缶 発電機用燃料 

2 機 

2 灯 

3 缶 

防災倉庫 

K 棟隣倉庫 

B 棟 １階 倉庫 

ロープ・ブルーシート類 適宜 B 棟 １階 倉庫 

 

５ 情報システムの維持・重要データのバックアップ 

非常時優先業務にかかるシステムについての復旧優先順位は以下のとおりとする（同規程第６条

第５号に基づく委員会の検討事項）。 

1. ネットワークシステム 

2. 学務システム 

3. 業務システム（財務会計・人事給与） 

4. その他システム 

常時、入試・学務・学生支援等に関する重要データのバックアップを行い、被災時に速やかに復

旧できる体制を確立する。 

 

６ 複数の情報発信手段の確保 

学生・教職員に迅速かつ正確に情報提供を行うため、大学ウェブサイト以外にも、メール一斉配

信・SNS・学内放送等の代替的な情報発信手段を確保しておく。 

 

７ 地元自治体等との連携・協力 

千葉市との防災協定の締結・更新を図り、千葉市等と協議を行っておく。特に、保健医療学部・

看護学部の専門的知識・技術を持つ教職員の支援協力体制を構築する。 
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第９章 業務継続計画の推進 

 

１ 危機管理基本マニュアル等の作成・更新 

危機管理規程第１０条第３号に基づき、各園・学校の長は危機事象対応マニュアルを作成・更新

する。学園事務局総務課は応急対策業務について、各園・学校の担当課室は災害時継続業務につ

いて、実施手順・行動計画（タイムライン）・各種様式を定めた業務マニュアル等（事象マニュ

アル）を作成・更新しておく。 

 

２ 人員配置計画の更新 

学園事務局総務課は、人事異動の都度、教職員の住所・参集の可否等を確認の上、対策本部各班

への人員配置計画を更新する。また、学生ボランティアについても定期的に募集を行う。 

 

３ 計画の見直し（PDCA サイクル） 

本計画は、訓練結果・国や自治体からの新たな情報・組織改編・危機管理委員会（同規程第６条）

での議論等を踏まえ、随時見直しを行う。改訂の際は改訂履歴を更新し、全教職員に周知する。 
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第２部 感染症編 
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第１章 業務継続計画（感染症編）の基本的な考え方 

本章では、業務継続計画の趣旨、被害想定、基本方針など、計画の基本的な考え方を定める。 

 

１ 計画策定の趣旨 

感染症（危機管理規程第３条第６号）の大規模な感染拡大が生じる場合、本学でも長期間にわた

り学生・教職員に深刻な健康被害が生じるとともに、教育・研究・社会貢献という本学の使命の

達成が困難になるおそれがある。このため、感染拡大の状況に応じ、感染防止を徹底し、学生・

教員等の安全を確保しつつ、必要な業務を継続させることを目的として、本計画を策定する。 

 

２ 計画の目標 

5. 感染状況に応じ、徹底した感染防止策を迅速・的確に講じることにより、学生、教職員、

委託業者の職員及び実習施設等の学外の関係者の安全を確保する。 

6. 学生の教育の継続を図るとともに、学生に対する支援を行い、予定通りの入学・卒業を実

現する。 

7. 関係者の安全を確保しつつ、研究や社会貢献活動を継続する。 

 

３ 本学の特性と対象となる感染症 

本学は、発達教育学部（発達支援教育学科）、保健医療学部（リハビリテーション学科・理学療

法学専攻及び作業療法学専攻）、看護学部（看護学科）を擁し、医療・福祉・教育の専門職養成

に特化した大学である。保健医療学部・看護学部の学生は医療・福祉施設等での臨床実習を必須

とするため、感染症発生時においても実習の継続・代替に関して特段の配慮が必要である。 

本計画の対象となる感染症は、新型インフルエンザ等対策特別措置法に規定する「新型インフル

エンザ等」（新型インフルエンザ感染症、再興型インフルエンザ感染症、新型コロナウイルス感

染症、再興型コロナウイルス感染症、指定感染症及び新感染症）とする。 

 

４ 感染症発生時の対策本部 

感染症（危機管理規程第３条第６号）が発生した場合の対策本部の設置は、第１部第３章に定め

る体制に準ずる。なお、感染症の特性上、学内の物理的な対策本部設置が困難な場合は、オンラ

イン会議等の代替手段を活用する。 

 

５ 行動制限指針（警戒レベル） 

学長（危機管理責任者）は、感染症対策会議における検討を踏まえ、大学としての警戒レベルを

設定し、公表する。 

レベル 状 況・対応の目安 

レベル０ 
千葉県内又は首都圏で新型インフルエンザ等が発生したとき、又は感染終息

後。平常時の感染防止措置を継続。 
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レベル 状 況・対応の目安 

レベル１ 

（注意） 
千葉県内において散発的な感染が見られるものの、学生・教職員に感染する

可能性は小さいと判断されるとき。基本的な感染防止措置を徹底。 

レベル２ 

（高度注意） 
千葉県内において継続的な感染拡大が見られ、学生・教職員に感染する可能

性が生じているとき。一部授業のオンライン化・業務縮小を検討。 

レベル３ 

（警戒） 
文部科学省又は千葉県から大学に対し感染対策の徹底等の要請があるとき。

遠隔授業への切替・縮小業務の休止を原則とする。 

レベル４ 

（高度警戒） 
千葉県が緊急事態宣言又はまん延防止等重点措置の対象とされるとき。原則

として全授業を遠隔授業に移行。 

レベル５ 

（緊急） 
学内で感染が生じ感染拡大のリスクがあると判断されるとき、千葉県から休

校要請があったとき等。業務を最小限に縮小し、原則休校措置をとる。 

 

６ 感染拡大のステージ 

ステージ 状 態 

発生期 新型インフルエンザ等が海外又は国内で発生した段階 

感染拡大期 国内で新型インフルエンザ等の感染が拡大した段階 

小康期 感染者数が一時的に大幅に減少した段階 

感染終息期 感染が終息した段階 
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第２章 新型インフルエンザ等の発生時の対応 

 

１ 情報の収集と分析 

学園事務局長は、海外又は国内において新型インフルエンザ等が発生した場合、危機管理規程第

１２条に基づき、WHO・内閣感染症危機管理統括庁・厚生労働省等が公表する情報を速やかに収

集・整理し、学長（危機管理責任者）及び理事長（危機管理統括責任者）に報告する。 

 

２ 感染症対策会議の設置 

危機管理規程第１４条に基づく大学危機対策本部として、感染症対策会議を設置する。感染症対

策会議は以下の事項を検討する。 

○ 感染防止のための方策 

○ 業務の仕分けと必要な業務の継続のための方策 

○ 学生及び教職員に対する支援 

○ その他新型インフルエンザ等に対応するために必要な事項 

 

３ 業務仕分けの実施 

区 分 業務の性格 業務の例 

一般継続業務 
まん延期であっても通常時

と同様に継続すべき業務 

学務・入試・学生支援、予算・決算・経

理、人事・給与、施設管理・情報システ

ム、実習施設との連携調整 

感染症対策業務 
感染拡大により新たに発生

し、又は増加する業務 

国・千葉県の対策情報収集、学生・教職

員の感染状況把握、感染防止策の実施、

遠隔授業環境整備、実習代替措置の検討 

縮小業務 
規模・頻度を減らすことが

できる業務、中止・延期で

きる業務 

地域連携・公開講座、各種研修・SD・FD

研修、課外活動・各種イベント、産学官

連携業務 

 

４ 感染拡大に備えた準備 

○ 学園事務局、大学事務局及び健康管理室の各担当は、学生及び教職員等に対し、ウイルス

の特性・感染状況等に関する情報を提供し、感染防止のための準備を呼びかける。 

○ 感染や濃厚接触の疑いのある学生の相談窓口を設け、連絡方法等を周知する。 

○ 感染防止等のために必要な物資の備蓄状況を確認し、不足している物資は速やかに調達す

る。 

○ 学部長・研究科長等は、遠隔授業への切り替えや実習方法の見直しについて速やかに検討

する。 
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第３章 感染拡大時の対応 

 

１ 感染症対策会議の開催 

感染拡大時には、危機管理対策本部会議を随時開催し、情報の整理・分析を行うとともに、感染

の状況に応じた感染防止策・業務継続の方針等について検討を行う。 

 

２ 感染防止の徹底 

○ マスクの着用、手洗い・手指消毒の励行 

○ ソーシャル・ディスタンス確保の励行 

○ 施設入口・トイレ等へのアルコール消毒液の配備 

○ 体温・体調のデイリーチェックのルールの整備 

○ 学生・教職員の感染者及び濃厚接触者の把握と来学禁止 

○ 遠隔授業への切り替え、教室での感染防止措置の実施 

○ 臨床実習・演習の方法の見直し（特に保健医療学部・看護学部） 

 

３ 人員体制 

○ 事務局において感染者や濃厚接触者が生じた場合に一般継続業務・感染症対策業務が滞る

ことがないよう、縮小業務を明確化することにより応援・交代要員を確保する。 

○ 担当全員が感染者や濃厚接触者とならないよう、在宅勤務や別室勤務等を実施する。 

○ ハイリスクの職員（妊婦・慢性疾患・免疫抑制剤服用者等）に加え、家族的責任を果たす

必要が生じる職員については、一定の配慮を行う。 

 

４ 教育・研究活動の継続 

○ 遠隔授業の実施方針 

○ 臨床実習施設における学生受入れが困難になった場合の代替授業のあり方（シミュレーシ

ョン教育の活用等） 

○ 感染者・濃厚接触者・ハイリスク者・ワクチン接種困難者に対する教育上の配慮 

○ 国家試験等の受験支援のあり方 

 

５ 学生に対する支援の強化 

○ 保護者の収入が急減した学生・アルバイトが困難になった学生等に対する経済的支援に関

する情報提供及び相談 

○ 感染や濃厚接触により自宅待機となった一人暮らしの学生に対する支援 

○ 精神的な問題を抱える学生に対する相談支援（危機管理規程第１８条に基づく相談窓口設

置） 

○ PCR 検査・ワクチン接種等に関する情報提供 
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６ リスク・コミュニケーションの実施 

学長・大学事務局長のほか、学部長・学科長等は、危機管理規程第１０条第４号に基づき、学生

及び教職員に対し、警戒レベルの変化等に応じ、大学の方針についてわかりやすく情報提供を行

うとともに、不安を緩和するための呼びかけを行う。 

 

７ 報道機関への対応 

感染症に関する報道機関への情報提供は、危機管理規程第１６条に基づき、状況等について学園

対策本部の広報担当責任者（学園事務局長が兼務）が法人本部課及び学長（学校等の長）と連携

して行う。 

 

８ 自治体等からの応援要請への対応 

ワクチン接種会場としての施設の貸与、看護師・理学療法士・作業療法士の資格を持つ教員の保

健所等への派遣等について千葉市から依頼があった場合、地域社会に貢献する観点から積極的に

対応するものとする。 
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第４章 小康期及び感染終息後の対応 

 

１ 小康期における対応 

新型インフルエンザ等の感染が小康期に入った場合、学長は国・千葉県の方針や感染症対策会議

での検討を踏まえ、感染防止措置の一時的な緩和及び業務の再開等について基本的対処方針を決

定する。ただし、次の感染拡大のタイミングに留意する。 

 

２ 感染終息後の対応 

国及び千葉県において新型インフルエンザ等対策本部が廃止されたときは、感染症対策会議を廃

止し、感染防止措置・各センターの業務・事務局の人員体制等を感染拡大前の状態に戻す。 

感染終息後においても、長期にわたりコミュニケーションが途絶えて孤立し精神的に追い詰めら

れた学生や、経済的な問題を抱えた学生の増加が予想されるため、カウンセリングや学生相談な

どの支援体制を強化する。また、危機管理規程第１９条に基づき、再発防止策を検討・実施する。 
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第５章 日頃からの準備 

 

１ 感染防止関連物資の備蓄 

品 目 数 量（目安） 備蓄場所 

アルコール消毒液 斗缶×4 個 健康管理室 

N95 マスク 1 箱（10 個）×10 健康管理室 

ゴーグル 20 個 健康管理室 

医療用ゴム手袋 1 箱（100 枚） 健康管理室 

使い捨てガウン 1 箱（100 枚） 健康管理室 

飛沫感染防止用アクリル板 50 個 K棟倉庫 

簡易 PCR 検査キット 適宜備蓄 健康管理室 

 

２ 遠隔・ハイフレックス授業のための設備整備 

通常の対面授業と併せ、自宅待機を余儀なくされる感染者・濃厚接触者のためのオンライン授業

を同時に行うことができるよう、設備の整備を計画的に進める。 

 

３ 在宅勤務の条件整備 

情報セキュリティを確保しつつ、教職員が自宅において大学運営に関する情報を閲覧したり必要

な手続きを行ったりすることができるよう、システムの整備を進める。 

 

４ 計画の見直し 

本計画は危機管理規程第１０条第３号に基づき法人本部課が所管し、国等の制度・政策の変更等

を踏まえ随時見直しを行う。見直しに際しては危機管理委員会（規程第６条）に報告し、承認を

得るものとする。 
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